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１　出資等の状況（H20.4.1現在） （単位：千円,位）
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２　社員（会員）の状況(社団法人のみ）（H20.4.1現在）
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千葉市中央区中央港1-11-1

1.自然環境の保全、再生及び活用 2.環境保全に関する
知識の普及啓発 3.ちば環境再生基金の造成及び運営
4.大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、悪臭及
び地盤沈下並びに環境影響評価等に関する調査研究
5.環境汚染物質の分析 6.環境監視測定局の保守管理
7.水道法に基づく水質検査及び管理検査並びに飲用井
戸等の水質検査 8.建築物における衛生的環境の確保
に関する法律に基づく建築物における飲料水の水質検
査及び空気環境の測定 9.浄化槽法に基づく法定検査
10.環境保全に係る地質調査 11.河川、湖沼等の水質調
査に係る測量 12.温泉成分の分析13.産業廃棄物の処
理

県所管課 環境生活部環境政策課

君津市

袖ケ浦市

団体名 財団法人　千葉県環境財団

千葉県

千葉市

出資（出捐）者

市原市



３　財務状況　※

(１)貸借対照表から
（単位：千円）

項　　　目 １７年度 １８年度 １９年度

総資産 2,260,345 2,294,132 2,186,090

負　債 837,464 840,648 836,363

資　本 1,422,881 1,453,484 1,349,727

累 積 損 益 △ 3,851 13,573 △ 93,165

（２）損益計算書 （単位：千円）

項　　　目 １７年度 １８年度 １９年度

総 収 入　　（＝売上高＋営業外収益＋特別利益） 988,764 1,088,534 912,908

経 常 損 益 16,242 17,423 △ 106,738

当 期 損 益 16,242 17,423 △ 106,738

減価償却前当期損益　　　　 42,393 40,717 △ 78,273

４　年度末借入金残高等の状況 （単位：千円）

　　　項　　　目 １７年度 １８年度 １９年度

借 入 金 残 高　　　　　     675,000 650,000 625,000

うち県からの借入金残高 0 0 0

うち県以外からの借入金残高 675,000 650,000 625,000

0 0 0

※公益法人については、次のとおり公益法人会計基準に読み替える。

〈貸借対照表〉　資本⇒正味財産の部合計

　　　　　　　　　　累積損益⇒基本金等を除く正味財産額

〈損益計算書〉　損益計算書⇒収支計算書及び正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　総収入（＝売上高＋営業外収益＋特別利益）⇒総収入（＝当期収入合計－借入金

　　　　　　　　　　収入等（損益に無関係の項目））

　　　経常損益⇒当期正味財産増減額－（特別損益項目の資産の増減＋特別損益取引

　　　に係る当期収支差額）

　　　当期損益⇒当期正味財産増減額

　　　減価償却前当期損益⇒当期正味財産増減額（減価償却を行っている場合は、減価

　　　償却費を加える）

うち県の債務保証又は損失補
償の対象となる借入金残高



５　県の財政支出の状況

（１）委託料・補助金等 （単位：千円）

項　　目 目的、内容、算出根拠等 １７年度 １８年度 １９年度

委　託　料   　　
大気・水質検査業務委託
及び指定管理等

390,432 445,179 364,093

補助金･交付金・
負担金

人件費補助等 23,343 23,001 23,093

合　　　計 413,775 468,180 387,186

（２）その他

利子補給

税の減免額

出資金

貸付金

上記以外のもの

合　　　計

６　役職員の状況（各年度７月１日現在）

（１）役職員数 （単位：人）

１７年度 １８年度 １９年度

常勤役員数   2 2 2

うち県退職者 1 1 1

うち県派遣職員 0 0 0

常勤職員数  51 53 52

うち県退職者 0 0 0

うち県派遣職員 4 4 4

（２）役職員の平均年収等の状況

１８年度 １９年度

役員数（県派遣又は県ＯＢ） 2人（1人） 2人（1人）

役員平均年齢 60歳 61歳

平均年収(千円） 8,801千円 8,284千円

職員数（県派遣又は県ＯＢ） 53人（4人） 52人（4人）

職員平均年齢 42歳 42歳

平均年収(千円） 6,686千円 6,318千円

　①　対象は常勤の役職員です。（嘱託職員、日々雇用職員は除く。)
　②　役職員数は実人員を記入してください。
　③　平均年収は、役員報酬や給料等総人件費を実人員で除して算出してください。

※実人員の考え方
　・4月に役員が4人いて、年度途中で2人交替し、年度末に4人であった場合の実人員は4人
　・4月に役員が5人いて、10月から1人減り、年度末に4人であった場合の実人員は4.5人

項　　目

項　　　　目



７　見直し方針の取組状況

見直し方針

見直し
の概要

取組状況

その他（特
記事項等）

※平成１８年１０月１２日に千葉県行政改革推進本部で見直しを決定した２７団体以外の団体につい
ては、平成１４年に決定した方針とその取組状況を記載ください。

　関与縮小

・県依存型経営から自立型経営への移行
・平成１８年度に累積赤字を解消し、単年度黒字を確保しつつ、今後の施設更新投資
等に対応できるよう、内部留保資金の確保に努める
・営業強化を図り、新規事業を開拓し、積極的に受注を確保していく
・今後の業務量の状況を推計し、組織・人員の見直しを行う

・民間企業からの受注機会を広げるため、ISO/IEC試験所認定、建設コンサルタント
（地質部門）、地質調査業及び測量業等の登録を行う


